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2016年熊本地震の地表地震断層と建物被害調査
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(約240の建物調査)

建物被害調査の項目（概観目視を基本）
調査項目:  築年（新しい・10年程度以内、古い・10～30年程度、非常に古い・30程度

以上）、構造（木造・S造・RC造）、階数、用途（戸建住宅・共同住宅・オフィスなど）
、基礎（独立・布・べた基礎）、屋根（瓦・金属など）、地盤変状有無など
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無被害

壁面の亀裂及び外装材の若干の剥落 。

屋根瓦・壁面のモルタル等の大幅な剥落 。

無被害

壁面の亀裂及び外装材の若干の剥落 。

屋根瓦・壁面のモルタル等の大幅な剥落 。

２階破壊型 1階破壊型 全体破壊型 屋根破壊型 屋根破壊型
２階の柱・梁・壁の一
部が構造的に破壊され
ているが、内部空間を
欠損するような被害は
生じていない 。

1階の柱・梁・壁の一
部が構造的に破壊され
ているが、内部空間を
欠損するような被害は
生じていない 。

柱・梁・壁の一部が構造的
に破壊されているが、内部
空間を欠損するような被害
は生じていない 。

屋根瓦が大部分
崩落する（特に
内部に）。

屋根瓦が大部分
崩落する（特に
内部に）。

２階の柱・梁の破壊
による、内部空間が
欠損する 。

２階の破壊される 、
もしくは２階が崩落
する 。

2階部分の破壊がか
なり及んでいる 。

構造被害：居住空間が著しく
損なわれる。状態は１階の屋
根が接地している、もしくは
しそうである 。

1階の屋根もしくは軒に
相当する部分が接地して
いる、もしくは接地しそ
うである 。

2階の屋根が接地しているか接
地しそうである 。

完全に瓦礫化している ・

1階の柱・梁
の破壊による 、
内部空間が欠
損する 。

1・ 2階の柱・梁の破
壊による、内部空間
が欠損する 。

柱・梁の破壊による 、
内部空間が欠損する 。

木造２階建て建物の破壊パターン 木造２階建て建物の破壊パターン 木造1 階建て建物の破壊パターン

D6

１・２階の柱・梁・壁
の一部が構造的に破壊
されているが、内部空間
を欠損するような被害は
生じていない。

建物被害度

岡田・高井
（1999）

D0 無被害

D1 軽微

D2 一部損壊

D3 半壊

D4 全壊

D5 倒壊

D6 完全崩壊

上益城郡御船町・高木地域（南部）

都市圏
活断層図
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倒壊した非常に古い在来木造（D5）
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実線枠：建築物
波線枠：納屋・倉庫

(対象外)

構造 棟数 割合

木造 35 90%
S造 3 8%

RC造 1 3%

合計 39 100%

築年 棟数 割合

非常に古い 17 44%
古い 13 33%

新しい 9 23%

合計 39 100%

調査建物39棟（１階18、２階21）⑦



建物①（築80年の伝統木造家屋、D4）

南面道路の地表地震断層（左建物は納屋）

断層のずれによる建物変形（北面）

約50cm

約50cm

築約80年の伝統木造農家（南面）

地表地震断層と束基礎・柱のずれ（南面）

建物④（古い在来木造建物、D4）

地表地震断層と古い在来木造住宅の被害 断層ずれと無筋コンクリートブロックの被害

地表地震断層と同建物の傾斜被害（南面） 無筋コンクリートブロック基礎の被害

建物②（新しい軽量鉄骨造 D1）

正面道路の地表地震断層（約50cmのずれ） 新しい軽量鉄骨造(南面、外観上無被害)

北側は約1.5ｍの盛土と地表断層のずれ
（べた基礎・耐震壁で基礎・建物は変形せず）

基礎隅角部のクラック

約50cm

建物③（非常に古い鉄骨造工場、D4）

地表地震断層と傾斜した鉄骨造工場 無補強コンクリートブロックの被害

建物内の被害の様子（無筋の土間コンの被害、基礎の破壊により躯体構造も変形）



建物⑤（新しい鉄骨造工場、D0）

敷地南面の地表地震断層による亀裂

敷地北面の盛土擁壁の亀裂

建物北面の敷地の亀裂（建物が外観上無被害）

建物柱脚部の地盤亀裂（基礎は無被害）

建物⑦（古い在来木造家屋、D4）

盛土の被害（北面）地表地震断層と建物北面

べた基礎と柱接合部の被害 建物南面の被害（壁量の不足）

建物⑥（築約20年の在来木造家屋、D2）

建物南面の概観（瓦の落下） 地表地震断層と建物南面（壁にクラックあり）

建物北面庭の地表地震断層によるずれ変形 建物室内（べた基礎であり、ほぼ無被害）

⇒当時では珍しいべた基礎等で大被害を免れたが、家主は公的援助が得られず後悔している・・

高木地域（南部）の建物被害調査結果

全建物 地表地震断層直上 断層直上以外

被害度 棟数 割合 被害度 棟数 割合 被害度 棟数 割合

D0 4 10% D0 1 14% D0 3 9%
D1 16 41% D1 1 14% D1 15 47%

D2 9 23% D2 1 14% D2 8 25%

D3 3 8% D3 0 0% D3 3 9%

D4 6 15% D4 4 57% D4 2 6%
D5 1 3% D5 0 0% D5 1 3%
D6 0 0% D6 0 0% D6 0 0%

合計 39 100% 合計 7 100% 合計 32 100%

全壊 7 18% 全壊 4 57% 全壊 3 9%
倒壊 1 3% 倒壊 0 0% 倒壊 1 3%

新しい（10年程度以内） 古い（10～30年程度） 非常に古い（30年程度以上

被害度 棟数 割合 被害度 棟数 割合 被害度 棟数 割合

D0 4 44% D0 0 0% D0 0 0%
D1 5 56% D1 6 46% D1 5 29%
D2 0 0% D2 4 31% D2 5 29%
D3 0 0% D3 1 8% D3 2 12%
D4 0 0% D4 2 15% D4 4 24%
D5 0 0% D5 0 0% D5 1 6%
D6 0 0% D6 0 0% D6 0 0%

合計 9 100% 合計 13 100% 合計 17 100%

全壊 0 0% 全壊 2 15% 全壊 5 29%
倒壊 0 0% 倒壊 0 0% 倒壊 1 6%



上益城郡益城町砥川・下砥川地域
（縦ずれ断層の場合）

地表地震断層

都市圏
活断層図

(布田川断層)

縦ずれ断層上の建物（新しい軽量鉄骨住宅、D1）

地表地震断層による段差（建物西面）

地表地震断層による段差（建物東面）

地表地震断層による敷地段差（西面）

基礎の亀裂（西面：べた基礎等で被害軽微）

熊本地震からの益城町の市街地復興に向けた安全対策の
あり方等に関する最終報告（国土交通省、2017年3月）

⇒ 明日午前のセッション（熊木先生ほか）
⇒益城町市街地で３本
の活断層A-Cが存在、
熊本地震では布田川断
層と連動して活断層Ａが、
最大で35ｃｍの右横ずれ、
最大15ｃｍの南落ち上限
変位を生じた

主断層

副断層

右横ずれ・正断層

活断層と建築の対策：益城町の市街地復興に向けた
安全対策のあり方等に関する最終報告

（国交省2017）
益城町の市街地復興に向けた安全対策の提案
「活断層のズレに対する安全対策」
（１）低層建築物について
⇒ 今後、新築される建築物について特段の追加
的配慮は必要ないものと考えられる。

（２）杭基礎構造を有する中高層建築物等について
⇒ 活断層による地盤のズレによる被害リスクも想
定されるため、新たに建築する場合は、地盤調査
等により、活断層の存在の確認等を行うことが考え
られる。



活断層と建築の対策：益城町の市街地復興に向けた
安全対策のあり方等に関する最終報告（国交省2017）

・活断層のズレに対する安全対策（提案）
（１）低層建築物について
⇒ 今後、新築される建築物について特段の追加的配慮は必要ない
⇒ 一般市民には何もしなくても良いと誤解される可能性あり

D0（無被害） D1（軽微） D2（一部損壊） D3（半壊） D4（全壊） D5（倒壊）

安全対策対象

取壊し、各種公的資金導入

・建築基準法（最低基準）の「安全」とは「倒壊しない」の意味
⇒取壊しになれば、避難所・仮設住宅の生活等で死者が増大（直接
死は50名、関連死は約170名）、復旧・復興へ膨大な時間・費用

活断層のズレに対する安全対策
（２）杭基礎構造を有する中高層建築物等について
⇒ 活断層による地盤のズレによる被害リスクも想定され、新建築
の場合、地盤調査等により、活断層の存在の確認等を行うこと

⇒ 都市部では厚い堆積・沖積層、地盤改変等で活断層位置が明確
にならないことが多く、地盤変状による被害は広範囲に生じ、予測困
難の場合あり

下陣
南阿蘇（黒川・河陽）

地表地震
断層

黒線:地盤亀裂
事前に活断層なし

地表地震
断層

都市圏
活断層図

(布田川断層)

地表地震断層

新提案：活断層近傍であれば、建築基準法（全国最低基準）
より高い耐震性能を推奨・誘導

○対策１:機能継続が必須の重要施設(災対本部・病院・避難所等)
・断層調査等を実施、断層を避ける、移設・代替施設など

○対策３：中高層建築物等の杭基礎
・軟弱地盤活用（ずれの分散・回避）
・断層ズレに対応できる杭の開発を
誘導⇒阪神・淡路大震災での軟弱
地盤の杭基礎頭部での被害を受け
、半剛性やピン支持の様々な技術開
発。すべり支持などで、ズレが躯体
に入力しない基礎も開発可能では？

「大都市大震災軽減化特別プロジェクト・テーマⅡ」
「杭頭半剛接合構法を採用した建物の地震時挙動
に関する研究」 より

○対策２：一般の低層建築物
被害低減には、べた基礎・耐震壁・軽い屋根など変形対策が有効
・地域係数の割増し（静岡県や福岡市・警固断層近傍）
・高い耐震等級への誘導：耐震等級２（1.25倍）、３（1.5倍）
⇒２割程度の荷重増でも一般建築では建設費の数％で可能

おわりに
〇地表地震断層近傍の建物被
害調査

・古い建物に被害集中、新しい建
物には大被害なし

・べた基礎・耐震壁等で活断層の
ずれによる建物の被害を大きく
低減することが可能

〇活断層近傍の建築対策
（数千年以上に１度、建築スケー
ルでは正確な位置が不明確）

・ベストは避けること
（特に重要施設など）

・様々な被害低減策が可能
⇒建築基準法（全国一律な最低

レベル）よりも高い耐震性能を
推奨すべき。倒壊だけでなく、
全壊・半壊被害を大きく低減

構造・耐震性能を決定 余裕度・安全
対策の検討（内閣府・非木造被害関数に加筆）

断層ずれ：数cm以下 数十cm程度 数ｍ以上


